共通別紙１　別添（１）

用地に係る確認書
No.1-1　用地（整備予定地）に、抵当権等が設定されていない　又は、抵当権等が確実に抹消できるか（貴法人において社会福祉事業のために設定された抵当権等を除く）。
□まったく設定されていない

□貴法人において社会福祉事業のために設定されたもののみ

□貴法人において社会福祉事業のために設定されたもの以外のものが設定されているが、確実に抹消できる

□確認中

※抵当権等がない（又は、抹消済みの）登記簿謄本を提出してください（国・地方公共団体所有地を除く）

No.1-2　用地（整備予定地）は、障害児・者の安全性確保の上で、課題はないか。
□確認済み

□確認中

□該当なし

※本事業の補助を受けて整備した施設等は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」等により、処分制限がかかります。この点を踏まえ、整備後まもなく移転が必要となる等、立地上の問題がないか、御確認をお願いします。
　
No.2　【用地（整備予定地）を取得の場合】贈与契約（確約）書又は売買契約（確約）書、所有権移転確約書（いずれも実印を使用）等により、確実に取得できることを確認したか。
□確認済み
□確認中
□該当なし

※不動産登記簿謄本のほか、贈与契約（確約）書又は売買契約（確約）書、所有権移転確約書（いずれも、実印を使用し、印鑑登録証明書が添付されていることが望ましい）を提出してください。
No.3-1　【用地（整備予定地）の貸与を受ける場合】貸主に対し、今回の整備について、財産の処分制限期間があることを含め、説明を実施し、同意を得たか。

□同意

□未実施・交渉中（一部実施・交渉中を含む）
□該当なし
※貸主の同意書を提出してください
No.3-2　【用地（整備予定地）の貸与を受ける場合】貸与の期間に関し、更新・継続規定のある土地貸与契約書（国・地方公共団体以外から貸与を受ける場合は、実印を使用）等により、継続して、確実に貸与を受けられること、国・地方公共団体以外から貸与を受ける場合は、地上権又は賃借権が設定できることを確認したか。
□確認済み
□確認中
□該当なし

※土地貸与契約書等の貸与期間は、財産処分制限期間以上であることが望ましく、少なくとも、財産処分制限期間まで、貸与を受けられるよう、貸与の期間に関し、更新・継続規定があることが必要です。
※（国・地方公共団体以外から貸与の場合）土地賃貸借契約書、地上権又は賃借権設定契約書（いずれも、実印を使用し、印鑑登録証明書が添付されていることが望ましい）、不動産登記簿謄本を提出してください。

※（国・地方公共団体から貸与の場合）土地貸与契約書又は使用許可承諾書、不動産登記簿謄本（登記されていない場合を除く）を提出してください。
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※説明・同意等が解決・終了した時点で、再度、必ず連絡してください。
※原則として、県の募集締切までに解決・終了が必要です。

